
事業番号 - - -

（ ）

(目) 庁費 0.1 0.1

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 諸謝金 0.5 0.5

翌年度へ繰越し（D) - - ▲1,480.7 -

977

0.6

▲ 0

【主な増減理由】
地域クラブ活動への移行に向けた実証事業の対象となる自治体数、部活
動数の増加、政策課題への対応等による委託費の増

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

　休日の運動部活動の段階的な地域クラブ活動への移行等に関する実証事業を行い、事例を収集、分析し、全国に発信するとともに、地域移行等に取り組む自治体への支援を行うアドバイザー事
務局を運営する。(委託事業)
　運動部活動の地域連携・地域移行の方向性を踏まえ、中学生を対象としたアンケート調査等を実施し、中学生年代にとってふさわしい大会の整備や振興に資するための調査研究を行うとともに、
競技志向でない生徒や地域スポーツ活動に参加する生徒の成果発表の機会を確保・充実する観点から、多様な生徒ニーズに対応した都道府県大会やあらゆるチーム・個人が参加できる中学生年
代の競技別全国大会等を主催する団体に対して、大会運営に必要な経費を補助する。（委託事業／補助事業）

実施方法 委託・請負、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 119 182

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

- 200 297.4 3,912.7 2,459

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) - 200 297.4 1,000 2,459

- - -

補助事業について、1大会当たり上限2,000千円

令和4年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

1,480.7 -

補正予算（B) - - 1,480.7

1,432

1,432

令和5年度第1次補正予算

2023 文科 22 0376

文部科学省

政策 11　スポーツの振興

事業の目的
（5行程度以内）

「地域の子供たちは、地域で育てる。」という意識の下、地域の実情に応じてスポーツ活動を最適化し子供たちの体験格差を図るため、休日の運動部活動の地域連携・地域移行
に関する実証事業や調査等を行い成果を収集・分析・普及することで、休日の運動部活動の地域連携・地域移行の取組を全国に推進することを目的とする。

地域スポーツ課
地域スポーツ課長　橋田
裕

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
スポーツ基本法第１７条、第21条

関係する
計画、通知等

・学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について
・新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策
について（平成31年1月25日：中央教育審議会答申）
・衆・参における給特法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（第200回国会）
・第３期スポーツ基本計画
・運動部活動の地域移行に関する検討会議提言
・学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン

事業名
地域スポーツクラブ活動体制整備事業
（令和５年度より地域運動部活動推進事業から改称）

担当部局庁 スポーツ庁 作成責任者

事業開始年度

施策 11-1　東京大会を契機とした共生社会の実現、多様な主体による参画の実現

政策体系・評価書URL

主要経費 教育振興助成費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20221215-mxt_kanseisk01-000026547-
33.pdf

(目)

事業概要URL -

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 1,000

2,436

10%

0.6

執行率（％）
=(G)/(F)

- 60% 61%

スポーツ振興費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
-

主な増減理由（・要望額・予備費）

60%

令和6年度要求

(目)

(目)

20

　

　

　

(目)

2 2

▲ 0

20

スポーツ振興事業委託費

民間スポーツ振興費等補助金

職員旅費

委員等旅費

その他

2,459

（１）「学校基本調査」によると、昭和61年には589万人であった中学校生徒数は約30年間で296万人にまで半減している（※１）。深刻な少子化の進展により、運動部活動は、従前
と同様の学校単位での運営は困難になっており、学校や地域によっては存続が厳しいものとなっている。
（２）「教員勤務実態調査」によると、教師の土日の部活動指導の時間は１時間29分（令和４年度）となっている。（※２）。競技経験のない教師が指導に従事せざるを得ない点や、
休日も含めた部活動の指導、大会への引率、大会運営への参画が求められる等、教師にとって大きな業務負担となっている。
※１：文部科学省「学校基本調査」（昭和61年度及び令和３年度）
※２：文部科学省「教員勤務実態調査」（令和４年度）

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-124 125

成果実績

-

目標値 ％ -

- -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

145

全国各地の自治体において地域事情に応じた多様な事例が創出されることで、地域連携・地域移行の取組に初めて着手する自治体にとって参考となる地域連
携・地域移行モデルが蓄積される。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

-

100

7

全国の市区町村において地域連携・地域移行の取組が拡大することで子供たちの多様なスポーツ機会が確保され、子供たちのスポーツに取り組む意欲が向上
する。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

・当該事業参加自治体数実績値
・自治体向けフォローアップ調査（スポーツ庁調べ）
※達成度割出方法：休日の運動部活動の地域連携・地域移行に関する取組を開始した市区町村数／全国の市区町村数*100

令和2年度 令和3年度

-

8 年度

子供たちの多様なスポーツ機会が確
保されるとともに、スポーツに取り組む
意欲が向上する。

全国体力・運動能力、運動習慣等調
査における、卒業後にも運動やス
ポーツをしたいと「思う」「やや思う」と
回答する生徒の割合

達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

地域事情に応じた多様な事例を創出するととも
に、地域連携・地域移行に関する相談受付や
アドバイザー派遣等の自治体への支援を行
い、取組を全国に展開する。

本事業において休日の運動
部活動の地域連携・地域移行
に取り組む市区町村数

活動実績

年度

- -

定量的な成果指標 単位

市区町村 106

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 市区町村

- -

211

活動目標 活動指標

達成度 ％

休日の運動部活動の地域連携・地域
移行に関する取組を開始する市区町
村が、全国で増加

休日の運動部活動の地域連
携・地域移行に関する取組を
開始した市区町村数の割合

成果実績 ％ - -

-

　休日の運動部活動の段階的な地域クラブ活動への移行等に関する実証事業を行い、事例を収集、分析し、全国に発信するとともに、地域移行等に取り組む自
治体への支援を行うアドバイザー事務局を運営する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

・第３期スポーツ基本計画
・全国体力・運動能力、運動習慣等調査（スポーツ庁調べ）

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

90

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ - 82.4 81.7

目標値 ％ - - -



-

-

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

-

活動内容②
（アクティビティ）

運動部活動の地域連携・地域移行の方向性を踏まえ、中学生を対象としたアンケート調査等を実施し、中学生年代にとってふさわしい大会の整備や振興に資す
るための調査研究を行うとともに、競技志向でない生徒や地域スポーツ活動に参加する生徒の成果発表の機会を確保・充実する観点から、多様な生徒ニーズに
対応した都道府県大会やあらゆるチーム・個人が参加できる中学生年代の競技別全国大会等を主催する団体に対して、大会運営に必要な経費を補助する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込
中学生年代の大会の在り方を検討するた
めに必要な各種調査及び生徒ニーズに対
応した大会への大会運営経費の補助を行
う。

委託及び補助金の採択件数
活動実績 件 - 1 4 - -

当初見込み 件 - 1 11 11 -

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
調査研究の結果や補助金を受けた大会の開催実績を踏まえ、各都道府県において大会参加要件等を改善するための取組が行われる。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

6 年度

全国で地域スポーツクラブが中体連
主催大会に参加可能になる。

地域スポーツクラブが中体連
主催大会に参加することがで
きる都道府県数

成果実績 件 - - - -

目標値 件 - - - 47

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

地域連携・地域移行の取組が全国で拡大するとともに中学生年代の大会の在り方が改善することで、子供たちの多様なスポーツ機会が確保され、子供たちのス
ポーツに取り組む意欲が向上する。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

・第３期スポーツ基本計画
・全国体力・運動能力、運動習慣等調査（スポーツ庁調べ）

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

8 年度

子供たちの多様なスポーツ機会が確
保されるとともに、スポーツに取り組む
意欲が向上する。

全国体力・運動能力、運動習慣等調
査における、卒業後にも運動やス
ポーツをしたいと「思う」「やや思う」と
回答する生徒の割合

- 82.4 81.7 -

目標値 ％ - - - 90

達成度 ％ - - - -

成果実績 ％

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-

スポーツ庁調べ



目標年度における効果測定に関する評価（令和7年度実施)

-
点検結果

【国費投入の必要性】
・本事業は、中央教育審議会答申（平成31年1月25日）、衆・参における給特法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（第200回国会）等に
おいてその必要性が明記される等、社会的なニーズを的確に反映しているかつ政策優先度の高い事業である。
・運動部活動の地域連携・地域移行の達成には、国が地方公共団体に対して一定の財政支援を行いながら、地方公共団体における推進体制
の構築や、地域スポーツ団体の知見の蓄積を促す必要がある。

【事業の効率性】
・支出先の選定に当たっては、十分な公告期間を確保したうえで公募を実施しており、その妥当性や競争性を確保している。
・費目・使途の精査や各自治体への事業費に関する調査等を行った上で契約を締結しており、単位当たりコスト等の水準や当該費目・使途の必
要性は妥当である。
・新型コロナウイルス感染症の影響から事業計画通りに活動が実施できず、当初の予定よりも事業費を使用しなかったため、令和４年度におい
ては執行率が６割とという結果になった。

【事業の有効性】
・アクティビティ①は、令和３年度までは地方公共団体と直接契約にて実施していたが、より効率的かつ効果的に事例を創出・普及を図るため
に、令和４年度より民間事業者と契約し、民間事業者による取りまとめや支援のもとで各自治体が実践研究を実施する事業スキームへ変更し
た。
・アクティビティ③のうち地方自治体に対する支援は、地方自治体からの交付申請がなかったため、令和５年度に事業廃止した。

この事業は、令和4年度決算において多額の繰越が生じていることから、より詳細な要因を分析したうえで、工程管理等を行いながら、予算執行の適切な改善に
努めるべきである。

外部有識者の所見

事業内容からして、最終的に地域部活動の「全国展開」達成を目指しているものではなく、あくまで「試行」的な意味合いの事業とみられる。その意味では、レビューシートの「事業終了年度」欄が、終了予定なしとなっているのは適切
でなく、アウトカム欄の目標終了年度にある5年程度で終了させるべきである。また、長期アウトカムの目標値「100％」は、事業開始時に既に「92％」といった達成率にあり、インパクトがないのではないか。

0336

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

-

-

令和2年度 文部科学省 新03 0023

0012

令和4年度 2022 文科 新4

・アクテビティ①については、中間検査等を実施することで各自治体における事業の進捗状況や執行率の確認を実施する。
・アクティビティ③については、より多くの団体からの募集を受け付けられるように公募開始時期を昨年度より前倒しして実施することを検討する。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

新21

令和元年度

平成28年度

平成29年度

令和3年度

平成27年度

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度

平成25年度

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

自治体への調査結果等を踏まえた事業内容・事業規模の概算要求を行うとともに、事業実施自治体に対する進捗確認・中間検査等を通じて、執行率の改善を図
る。

事業内容の一部改善

執行等改善

平成30年度

平成23年度

平成26年度

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

D．株式会社野村総合研究所

10百万円

（全１件）

中学生年代における大会の在り方

に関する調査・実践研究

E．競技団体等

1.3百万円

（全３件）

あらゆるチーム・個人が参加できる中学生年

代の競技別全国大会の開催支援等

・職員旅費 1.5百万円

・諸謝金 0.7百万円

・委員旅費 0.7百万円

・庁費 0.7百万円

を含む

【全体】

【代表例】

※多様な生徒ニーズに対応した中学生年代の都道府県大会の創設・開催支援（補助事業）は交付なし

C．地方公共団体等

126百万円

（全131件）

Ａ．ランドブレイン株式会社

167百万円

（全１件）

B．地方公共団体

152百万円

（全72件）

地域におけるスポーツ環境の

構築に向けた実践研究・普及啓発等

【委託事業：随意契約（企画競争）】

再委託あり

再々委託あり

B．富山県

6.8百万円

【委託事業：随意契約（競争性のない随意契約）】

再委託あり

スポーツ庁

地域におけるスポーツ環境の構築に向けた実践研究・普及啓発等

【委託事業：随意契約（企画競争）】

A.ランドブレイン株式会社

166百万円

C．富山市
0.0百万

C．高岡市

1百万

C．射水市
1.4百万

C．滑川市

0.3百万

C．黒部市

1.4百万円

C．小矢部市

1.4百万円

C．南砺市

0.6百万円

C．朝日町

0.6百万円

【委託事業：随意契約（競争性のない随意契約）】

再々委託あり

休日の部活動の段階的な地域移行等に

関する実践研究

休日の部活動の段階的な地域移行等に関する実践研究

休日の部活動の段階的な地域移行等に

関する実践研究

スポーツ庁
182百万円

休日の部活動の段階的な地域移行等に

関する実践研究



0.2

　

支出先上位１０者リスト

A.

B

10 熊本県教育委員会 7000020430005
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

3.5
随意契約（その

他）
72 100％

100％

9 福岡県教育委員会 6000020400009
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

3.6
随意契約（その

他）
72 100％

72 100％

8 岡山県教育委員会 4000020330001
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

3.6
随意契約（その

他）
72

7 山口県教育委員会 2000020350001
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

3.7
随意契約（その

他）

6 新潟県教育委員会 5000020150002
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

3.8
随意契約（その

他）
72 100％

100％

5 長野県教育委員会 1000020200000
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

4
随意契約（その

他）
72 100％

72 100％

4 東京都教育委員会 8000020130001
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

4.2
随意契約（その

他）
72

3 大分県教育委員会 1000020440001
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

4.3
随意契約（その

他）

2 福井県教育委員会 4000020180009
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

6.5
随意契約（その

他）
72 100％

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 富山県教育委員会 7000020160008
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

6.8
随意契約（その

他）
72 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 ランドブレイン株式会社 3021001049880
地域におけるスポーツ環境の構築に
向けた実践研究・普及啓発等

166
随意契約（企画

競争）
2 100％

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 0.8 計

旅費 大会運営スタッフ等の旅費 0.1

借損料 大会会場の利用料 0.3

諸謝金 大会運営スタッフ等への謝金 0.4

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.4 計 10.3

雑役務費 調査結果集計業務費 0

諸謝金 検討会議出席者への謝金 0.1

旅費 スポーツ庁との打ち合わせ等に係る旅費

保険料 地域クラブ参加者の保険料

1.2

消費税相当額 不課税経費に対する消費税相当額 0.9

諸謝金 地域クラブ指導者等への謝金 人件費 調査研究員等の人件費 9.3

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

11 消耗品 事務用品費

消耗品費 事務用品費 0

通信運搬費 実践研究先への通知等発送料 0.2

C. D.
費目・使途

（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

雑役務費 振込手数料、収入印紙代等 2.1

計 165.3 計 6.8

0

0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

再委託費 休日の運動部活動の段階的な地域移行等の実践研究費 152 再委託費 休日の運動部活動の段階的な地域移行等の実践研究費 6.8

人件費 事務局運営に係る人件費



C

D

E

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

-

- -

3 特定非営利活動法人京都伏見クラブ 5130005012527
中学生の多様なニーズに対応した都道府
県大会の創設・開催支援等 0.2 補助金等交付 -

2 一般社団法人山口県柔道協会 6250005000056
中学生の多様なニーズに対応した都道府
県大会の創設・開催支援等 0.4 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 一般社団法人大阪府山岳連盟 9120005018728
中学生の多様なニーズに対応した都道府
県大会の創設・開催支援等 0.8 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

2 100％1 株式会社野村総合研究所 4010001054032
中学生年代における大会の在り
方に関する調査・実践研究

10
随意契約（企画

競争）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8 100％8 富山市教育委員会 9000020162019
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

0
随意契約（その

他）

7 滑川市教育委員会 8000020162060
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

0.3
随意契約（その

他）
8 100％

100％

6 朝日町教育委員会 7000020163431
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

0.6
随意契約（その

他）
8 100％

8 100％

5 南砺市教育委員会 2000020162108
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

0.6
随意契約（その

他）
8

4 高岡市教育委員会 9000020162027
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

1
随意契約（その

他）

3 射水市教育委員会 2000020162116
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

1.4
随意契約（その

他）
8 100％

100％

2 黒部市教育委員会 7000020162078
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

1.4
随意契約（その

他）
8 100％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 小矢部市教育委員会 7000020162094
休日の運動部活動の地域移
行等に関する実践研究

1.4
随意契約（その

他）
8

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
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